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兵庫・神戸企業の CO2削減 
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提 言 
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社団法人 神戸経済同友会



 

 

序 

今年度は、地球の将来に関わり、現在、全世界が注目しているテーマでもある「地球

温暖化防止」に関する提言を行うこととしました。 
このテーマは、先般の COP15（第 15 回国連気候変動枠組み条約締約国会議）が地球

環境を守るというより国益を守る外交交渉の場と化したように、先行きの必要性は認め

ながら、個々の国、あるいは企業・国民にとっては、置かれた立場によって著しく利害

が異なる難しい課題でもあります。 
テーマを選定した昨年はじめには、現在のようにこれほどホットなテーマになるとは

想像もできませんでしたが、神戸経済同友会としては、企業の社会的責任という観点か

ら、この問題にどのように取り組むべきかを考えてみました。 
このテーマには、いくつかの輻輳した論点がありますが、ここでは、政府のいう CO2

の 1990 年比 25％削減の是非をはじめ、環境税や排出権取引など、国際的にはもちろん、

国内さらには兵庫県内にあっても意見・考え方が対立する論点とは一線を画し、兵庫・

神戸の企業が CO2 削減（≒省エネルギー）にどのように取り組むかという点に絞って

論じていることをまずお断りしておきたいと思います。 
CO2を削減し地球温暖化を防止することは、地球の将来のため、ひいては次の世代の

ためにも必要なことは誰でもが理解していることでありますが、そのために、現在の生

活を犠牲にし、企業の国際競争力の低下と業績悪化を招いてもかまわないという議論は

成り立ちません。生活や経済と両立させながら、この問題を克服していくためには、我々

自身の知恵と努力が必要不可欠であります。企業にとっても、今やこの問題に真正面か

ら向き合わなければ、持続的な成長はもちろん、企業の存続さえも覚束ない経営上の重

要なテーマになっています。 
神戸経済同友会としては、業種や規模毎に異なる企業の立場を乗り越え、会員企業が

まず一歩前に踏み出すことから始めたいと考えています。そして、この提言の中で取り

上げた種々の活動について、会員企業がそれぞれに相応しい取り組みを選択し展開する

ことが、兵庫・神戸地域における CO2 削減に向けた官民を挙げた活動を活性化するも

のと確信しているところであります。 
最後に、提言書の取り纏めに多大なるご尽力をいただきました兵庫県立大学の當間先

生、提言特別委員会の木下委員長、太田垣副委員長をはじめ、提言特別委員会に参加さ

れた各委員およびワ－キンググループの皆様、さらに講師を務めていただきました方々

に心からの感謝の意を表します。 
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１．「地球温暖化防止」の必要性（なぜ環境問題への取り組みが必要か） 
（１）はじめに 

近年、環境問題に関する議論が活発になされている。特に、地球温暖化問題に直接関わ

るとされている CO2を中心とする温室効果ガス（以下 CO2と表記）の削減については、国

や政府レベル、あるいは企業レベルでの削減目標や取り組み状況に関する情報が、新聞お

よび雑誌記事などで連日、目にとまるようになった。また、企業の製品・マーケティング

戦略のなかで、「エコ」や「環境に優しい製品」といった言葉は、かなり訴求・定着して

きたといえる。 
このような環境問題への関心が高まるなか、2009 年９月、鳩山首相が国連総会での演説

において、CO2を「90 年比 25％削減」という 2020 年までの中期目標を発表した。削減目

標の大きさとスケジュールについて、様々な議論が展開されているが、いずれにしても、

今や CO2の削減は、地球温暖化問題に取り組むための重要な課題となっている。 
また、2009 年 12 月にコペンハーゲンで行われた COP15 では、国益剥き出しの議論が続

けられた結果、2013 年以降の地球温暖化対策の国際枠組み（ポスト京都議定書）作りが先

送りとなり、辛うじて図表１のような「コペンハーゲン合意」が了承されるに止まった。 
 

図表１ コペンハーゲン合意の骨子 

• 世界の気温上昇を産業革命前と比べ２度以内に抑制 
• 先進国は京都議定書よりも排出削減を強化、2010 年１月末までに目標を提示 
• 途上国は１月末までに排出抑制計画を提示、技術・資金支援を得た場合には国際的に監視 
• 先進国は 2010～2012 年に総額 300 億ドルの途上国支援、2020 年までに年 1000 億ドル

の拠出を目指す 
• 技術移転を促すための枠組みを構築 

出所：参考とした資料① 

 

（２）地球温暖化の背景とその影響 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）は、地球温暖化の影響が世界の気候システムに

多くの変化を引き起し、人類の将来にも重大な影響を及ぼすと予測・警告を発している。 
2007 年に発表された IPCC の第４次評価報告書においても「気候システムの温暖化は疑

う余地がなく、大気や海洋の世界平均温度の上昇、雪氷の広範囲にわたる融解、世界平均

海面水位の上昇が観測されていることから今や明白である」と報告されている。また同報

告書は、「人間活動により、現在の大気中 CO2濃度は産業革命以前の水準を大きく超えて」

おり、「20 世紀半ば以降に観測された世界平均気温の上昇のほとんどは、人為起源の CO2

の増加によってもたらされた可能性が非常に高い」とも述べている。（参考とした資料②）

つまり、図表２が示すように、人口増加や経済活動を起因とする CO2 排出量の増加が、気

温上昇、すなわち地球温暖化に影響を与えていると考えられている。 
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２．地球温暖化問題に企業が取り組む理由 

（１）経済界の動向 

このような政府の削減目標の設定に対して、経済界は図表３に示されるように様々な意

見を表明してきた。この他にも、90 年比 25％削減という目標に関して、一定の理解を示す

意見も見られるが、大きな負担を理由に反対する意見や、実現困難性を強調する意見、実

現に向けた政府の支援策を要望する意見など、様々な意見が提示されている。 
 

図表３ CO2 削減に関する経済界の意見の一例 

COP15 交渉で、米国、中国など主要排出国の参加と国際的な公平性の担保を求める 
鳩山政権の削減目標を達成する道筋の明示と政府の支援策を要望する 
産業構造の変化を加速する削減目標の設定を求める 
企業自身の持続可能性のために低炭素化がある 
燃料電池や太陽電池事業に積極的に取り組みたい 

出所：参考とした資料④ 

 

昨今の厳しい経済状況の中、経済界が CO2 削減に必要な負担や投資に、どのように対応

していくかが難しい。CO2 を１トン削減するための追加的費用「限界削減費用」という概

念を用いて、先進国が CO2を一律 25％削減する前提で比較すると、限界削減費用が日本は

476 ドル、EU は 135 ドル、米国は 60 ドル（地球環境産業技術研究機構試算値）という結

果がある。この結果をみてもわかるように、日本の限界削減費用は他の先進諸国に比べて

突出して高い。それゆえ、京都議定書で公約した CO2 の削減目標をさらに上回る削減目標

を掲げ、その達成を目指して努力していくことに対して、経済界の中には、反対もしくは

戸惑うといった意見が多いのが現状である。 
 

（２）企業が取り組むべき理由 

CO2削減問題は、企業にとって、追加的なコストの発生というマイナスの要素もあるが、

世界的にみても、多くの企業がこの問題に取り組んでいる。最新の経営学研究によれば、

企業が環境問題の解決に取り組む理由は、次の３つに大別できる。（参考とした資料⑤） 
まず第１は、世界各国で規制が強化されていること。グローバルな規模で活動している

企業の場合、環境問題に関わる多くの法的・社会的規制に直面し、それらへの対応が迫ら

れている。 
第２は、自然環境そのものが企業や産業に圧力をかけ始めたこと。例えば、地球温暖化

によって冬でも温暖な状況になると、スキー場などのウィンタースポーツ事業は悪影響を

受けることになるし、また気候変動による干ばつや集中豪雨は、農作物へ悪影響を及ぼし、

それに関わる事業を営む企業には大きなダメージとなる。 
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図表２ 大気中の CO2 濃度と気温上昇との関係 

 

出所：参考とした資料③ 

 

（３）世界的な温暖化防止のための CO2削減の取り組みとわが国の削減目標 
このような気候変動による温暖化の進行が懸念されるなか、CO2 排出量の増加を起因と

する温暖化を食い止めるべく、1997 年に京都で開催された COP3 において、国際的な取り

決めである京都議定書が締結された。京都議定書は 2005 年から発効し、そのもとでわが国

は、2008 年から 2012 年の５年間の平均で、1990 年に比べて６％、CO2排出量を削減する

目標達成のために努力がなされている。 
このような削減目標を実現すべく、政府は「チーム・マイナス６％」と称する国民的プ

ロジェクトを立ち上げ、地球温暖化問題に関する情報提供や、具体的に CO2 を削減するた

めに、家庭のなかで個々人がどのような取り組みをすればよいのかを紹介している。 
そのような状況の中、鳩山首相は、京都議定書以降の CO2削減目標として、1990 年度比

25％削減という高い削減目標を掲げた。 
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それに関わる事業を営む企業には大きなダメージとなる。 
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３．経営者の環境問題への意識と現状の課題（会員アンケート分析結果） 

このような認識のもと、神戸経済同友会会員企業の温暖化問題や CO2 削減に関する現状

を把握するために、2009 年９月に会員 389 名に地球温暖化問題に関するアンケート（巻末

に設問内容及び集計結果を掲載）を実施し、161 名から回答を得た。（回収率＝41.4％、ア

ンケート実施当時は日本の CO2削減目標は 2005 年比 15％削減） 
その回答結果をまとめる際、ア）経営者の意識、イ）経営方針や目標への反映、ウ）取

り組み理由、エ）現在の活動と今後、オ）政府や行政への要望（具体的な支援策）という

５つの視点で分類した。 
この分類軸を利用する理由は、経営者の CO2 削減意識が、経営方針や目標および取り組

み理由へ反映され、そして実際の活動が展開されるという筋道で CO2 削減行動が起こり、

政府や行政が提示する具体的な支援策は、このような行動を促進する重要な要因と考えて

いるからである。このような考え方は図表４のように、そしてそれに基づいてまとめたア

ンケート結果は図表５のように示すことができる。 
 

図表４ アンケート結果の５つの分類軸の関係 
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第３は、環境問題に関心の高いステークホルダー（利害関係者）が増え、汚染防止や環
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さらにアンケートの集計結果からは、CO2 削減の取り組みに関する具体的な事例も数多

く見られ、それらを図表６に集約した。また、アンケートに未回答の会員企業の中にも、

個々の企業のホームページを参照すると様々な取り組みをしている企業もみられた。 
 

図表６ 神戸経済同友会会員企業の環境配慮型経営の一例 

• 水光熱費削減、ごみ削減、コピー用紙の削減など 
• ノー残業デーの設定（エネルギーコストの削減） 
• エコ通勤プロジェクト（マイカー通勤の自粛による CO2の削減） 
• 夜間電力の活用（夜間電力の活用で巨大な氷を作り、日中の空調や冷水に利用） 
• コンサルタントによる事業所の省エネ支援 
• 事業所への太陽光パネルの設置 
• 国内および海外での植樹活動 
• 社員によるクリーンハイキング実施、六甲山・有馬での植樹活動（従業員の環境意識高揚） 

• 事業所における緑のカーテン・プロジェクト（ゴーヤーやヘチマの栽培） 
• 従業員へエコライフノート（環境家計簿）の配布 
• 共同配送、モーダルシフトの実施 
• 収益の一部を環境活動へ寄付 

 

これらのアンケート結果から導き出された提言コンセプトは、図表７のとおりである。 

 

図表７ アンケート結果から導き出された提言コンセプト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪アンケート結果≫ 

CO2 削減による「環境配慮型経営」の実現に関する経営者の意識は非常に高い

が、一方で企業によってその取り組みは様々であること、また具体的な取り組

み方がわからずに、活動に躊躇している経営者もいることが明らかになった。 

≪提言コンセプト≫ 

各企業で実施しているCO2削減活動に、地域としての連動性を持たせ、さまざまな意識で

行っている活動の拡大に向けた底上げが必要である。 

企業の業種・規模を問わず、将来のため「CO2 削減活動にまだ取り組めていない経営者

はまずは第一歩を、取り組めている経営者はより一層拡大を」していくために何が必要かを

提言する。 
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図表５ アンケート結果のまとめと考察 

 

ア）経営者の意識 
• 約７割の経営者が企業として積極的に CO2 削減に取り組むべきと考えているが、

一部の経営者は具体的に何に取り組めばよいか分からないと感じている。 
• 約７割の経営者が費用負担はある程度やむなしと考えている。 

※ 考察：地球温暖化や CO2 削減問題について、経営者の前向きかつ積極的に取り

組む意志がうかがえる。 
 
イ）経営方針や目標への反映 
• ４割強の企業が CO2削減を経営方針に反映させている。 
• 自主目標は必要と考える経営者は 8 割近く、その一方で約７割の経営者がペナル

ティまでは必要ないと考えている。 

※ 考察：ここでも経営者の積極的な意志がうかがえ、自主目標を設定して前向きな

取り組みを展開しようと考えている。 
 
ウ）取り組み理由 
• 環境問題に取り組む理由として、企業の社会的責任と考える経営者は 9 割以上。 
• 株価の向上、業績の向上、収益力アップなど、事業収益に貢献すると考える経営者

は少ない。 

※ 考察：経営者の意識としては、CO2の削減は社会から要請された課題でもあり、

それに取り組むことは企業の社会的な責任であると考えているものの、そ

の取り組みが業績に直接的に良い影響を及ぼすとは考えていないようで

ある。 
 
エ）現在の活動と今後 
• 昼休みの消灯やクールビズなど、比較的取り組みやすい活動はすでに取り組んでい

る経営者が多い。ただし、現在の取り組みが十分であると考えている経営者は約５

割にすぎない。 
• 今後、エコカー導入、従業員教育、省エネへの設備投資、グリーン調達などを取り

組もうと考えている経営者が多い。 
• 六甲山、神戸港などの地域特性を活かした環境活動に期待している経営者が多い。 
• プロジェクト的な方法により企業活動の中で環境経営、エコ活動に取り組んでいる

事例も少なくない。 

※ 考察：CO2削減活動に関して、現状に満足せずに改善していこうという姿勢と、

積極的に新しい取り組みにもチャレンジしていく姿勢がうかがえる。また、

地域特性も視野に入れた新しい取り組みへの期待感も高い。 
 
オ）政府や行政への要望（具体的な支援策） 
• 省エネ投資、自然エネルギー利用促進等への補助金・低利融資などの助成を望んで

いる。 
• 環境活動に関する情報提供を望んでいる。 

※ 考察：CO2 を削減するには、その具体例方策に関する情報面での支援や、多額

の技術開発投資や設備投資の推進に必要な金銭面での支援が欠かせない

と考えている経営者が多い。 
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４．提言 

提言コンセプトを実現するための５つの課題を念頭におき、CO2 削減活動を推進するた

めに、次の提言を行う。 
 

（１）企業活動（企業の具体的な取り組み） 

CO2 削減に関する個々の企業の取り組みについて提言する。ここでは、神戸経済同友会

会員企業のみならず、兵庫・神戸の一般企業も対象としているが、CO2 削減と環境配慮型

経営の実現に向けて、会員企業はリーダーシップを果たしていくことが望まれる。 
 

①CO2削減活動の経営方針への反映 
アンケートの結果をみると、CO2 削減や環境配慮型経営を経営方針に掲げている、あ

るいは現在検討中であると回答した経営者は全体の約６割、今後経営方針に掲げて取り

組む必要性があると回答した経営者は３割近くであり、経営者の意識は総じて高いこと

がわかった。そこで経営者が CO2 削減についてあらためてその必要性を再認識し、自社

の経営方針に掲げて、これを推進していくことを第一に求める。 
 

②環境関連技術等の開発推進 
地球温暖化問題の解決のためには、製造業、非製造業を問わず、CO2 削減に貢献する

技術・製品、サービスの開発・提供に取り組むべきである。この機会に経営者に対して、

改めてその重要性の再認識を訴えたい。 
企業の本業における研究・開発の強化を進めて CO2 削減に貢献することは、企業の発

展に資することになり、また企業の社会的責任を果たすことになると考える。 
 

③自社の CO2排出量の把握 
省エネ法等の規制に基づき、CO2 排出量を把握できている事業所もあるが、オフィス

など業務系の事業所や小規模企業には、まだ把握できていないところも多い。 
各企業がこの問題に対してまず一歩前に踏み出してもらうためには、CO2 削減への取

り組みを経営方針に掲げるとともに、自社の CO2 排出量を測定・把握することが重要で

ある。CO2 排出量を把握することで、削減活動への大きな動機付けになることが期待で

きる。 
CO2 排出量を換算する方法としては、神戸市の「温室効果ガス削減目標達成のための

アクションプログラム」（参考とした資料⑥）の「参考資料」によって算定することな

どが挙げられる。また、図表９のような換算シートを活用することで CO2 排出量を簡単

に把握できるため、まだ CO2 排出量を把握できていない企業にはその把握を始めること

を求める。 
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また、この提言コンセプトを実現するためには、次の課題に取り組む必要がある。 
 
① CO2削減を推進していくためには、企業経営者のみならず、従業員一人一人の意識の

向上をはかることが重要。 
⇒経営者・従業員の環境意識の向上 

② 経営者・従業員の環境意識の向上によって取り組みの拡大・推進をはかる。 
⇒CO2削減への取り組みの拡大 

③ CO2削減に関する経営者の意識を向上させていくためには、CO2削減活動や取り組み

への社会の理解が必要不可欠。 
⇒CO2削減活動への社会の理解 

④ 取り組みを拡大させていくためには、CO2削減活動をバックアップする支援策を充実

することが重要。 
⇒CO2削減活動への支援の充実 

⑤ さらに CO2削減活動を継続・拡大させていくためには、地域的な取り組みが必要。 
⇒地域での CO2削減活動の推進 

 
これらの課題の関係を図示すると、図表８のとおりとなる。次章「４．提言」で述べる

企業活動、神戸経済同友会活動、行政の取り組みを連動させ、積み重ねていくことが必要

である。 
図表８ 取り組むべき課題 
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地球温暖化問題の解決のためには、製造業、非製造業を問わず、CO2 削減に貢献する

技術・製品、サービスの開発・提供に取り組むべきである。この機会に経営者に対して、

改めてその重要性の再認識を訴えたい。 
企業の本業における研究・開発の強化を進めて CO2 削減に貢献することは、企業の発

展に資することになり、また企業の社会的責任を果たすことになると考える。 
 

③自社の CO2排出量の把握 
省エネ法等の規制に基づき、CO2 排出量を把握できている事業所もあるが、オフィス

など業務系の事業所や小規模企業には、まだ把握できていないところも多い。 
各企業がこの問題に対してまず一歩前に踏み出してもらうためには、CO2 削減への取

り組みを経営方針に掲げるとともに、自社の CO2 排出量を測定・把握することが重要で

ある。CO2 排出量を把握することで、削減活動への大きな動機付けになることが期待で

きる。 
CO2 排出量を換算する方法としては、神戸市の「温室効果ガス削減目標達成のための

アクションプログラム」（参考とした資料⑥）の「参考資料」によって算定することな

どが挙げられる。また、図表９のような換算シートを活用することで CO2 排出量を簡単

に把握できるため、まだ CO2 排出量を把握できていない企業にはその把握を始めること

を求める。 
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図表９ CO2 排出量の換算シート 

項目 使用・購入量 CO2 排出係数 CO2 排出量 

電気 kWh ×0.39 Kg 

都市ガス m3 ×2.1 Kg 

ＬＰガス m3 ×6.5 Kg 

水道（上水道） m3 ×0.36 Kg 

灯油 ℓ ×2.5 Kg 

合 計 Kg 

出所：兵庫県地球温暖化防止活動推進センターホームページ 

 

さらに、オフィスの CO2 削減運動として、関西広域機構が展開している「関西エコオ

フィス宣言」への取り組みや他社の取り組み事例を参考にすることで、自社にあった CO2

削減の取り組みの幅を広げ、効果的な削減活動の展開が期待できる。 
 

④CO2削減意識の啓発・教育の推進 
自社にあった取り組みを模索するとともに、その取り組みを効果的に推進していくた

めに、自社の従業員向けに CO2削減の必要性を認識してもらう教育は非常に重要である。

具体的には、例えば、ひょうご環境創造協会が提供している「エコツーリズム」などを

活用して、従業員が地球環境を守る意識を高めるような活動を進めることが挙げられる。 
個々の企業が従業員への環境教育を実施することは、企業内の効果だけにとどまらず、

従業員の家庭内での省エネルギーへの取り組み、ひいては企業・従業員の周辺を含む社

会全体の CO2削減活動へ波及することが期待できる。 
 

（２）神戸経済同友会の活動 
神戸経済同友会としても、会員企業の支援や組織化を通じて、次のような CO2 削減活動

を推進していく必要があると考えている。 
 

①神戸経済同友会「地球温暖化防止憲章」の制定 
まずは、神戸経済同友会自身が独自の「地球温暖化防止憲章」を制定し、会員企業に

その趣旨を周知し、理解してもらう必要がある。 
例えば「神戸経済同友会は、次世代に豊かな地球環境を残し、持続的発展が可能な社

会構築のために、企業の社会的責任を果たす立場から地球温暖化防止に貢献する団体と

して、その活動を推進していきます」というような憲章を制定したい。 
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②環境プロジェクト活動の推進 
a）「神戸経済同友会の森」（仮称）プロジェクトの立ち上げ 

森林による CO2 の吸収量は、樹種や林齢などの条件によって異なるが、例えば、自

動車１台が年間に排出する CO2は、スギ 160 本程度で吸収可能であり、樹木の CO2吸

収量は非常に高く、CO2 削減効果が大きく期待できる。しかし、森林のこの機能を効

果的に働かせるためには、間伐などの森林保全活動や植林活動を適切に行う必要があ

る。 
この森林による CO2 削減に取り組むにしても、特に規模の小さな企業は費用的に大

きな負担となるため、単独での取り組みが困難である。そこで、兵庫県が進めている

「企業の森プロジェクト」に神戸経済同友会という組織で参画し、「神戸経済同友会

の森」（仮称）プロジェクトを立ち上げ、小口に分散した形で会員企業を募ることを

考えたい。このプロジェクトを通じて、森林保全活動や植林活動に多くの企業が参加

できるようになれば、規模の小さな企業でも CO2 削減という企業の社会的責任を果た

すことにもなり、さらに従業員の環境教育にも役立てることが期待できる。 
 

図表 10 森林の CO2 吸収量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：参考とした資料⑦ 

b）もったいない活動の推進 
もったいない（勿体無い）とは、仏教用語の「物体（もったい）」を否定する語で、

物の本来あるべき姿がなくなるのを惜しみ、嘆く気持ちを表している。この言葉は、

もともと「不都合である」「かたじけない」などの意味で使用されていたが、現在で

は「物の価値を十分に生かしきれておらず無駄になっている」状態やそのような状態

にしてしまう行為を戒める意味で使用される。ケニア出身の環境保護活動家、ワンガ

リ・マータイ氏が世界に広め、環境分野で初めてノーベル平和賞を受賞したことでも

知られる言葉である。このもったいないという言葉の意味を再認識し、十分価値を生
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c）環境経営表彰制度の確立 
環境配慮型経営を実現した企業や、CO2 削減に貢献する技術・製品、サービスを開

発・提供した企業に対して、神戸経済同友会独自の表彰制度を確立する。 
この制度により、会員企業が CO2 削減の取り組みをさらに推進するとともに、神戸

経済同友会として、この問題に対する姿勢を内外に示すことができる。 
 

（３）行政の取り組み（要望） 

こうした企業・同友会の取り組みを踏まえて、行政としての取り組みについては次の３

項目を要望したい。 

 

①既存制度の周知徹底、窓口の一本化、手続きの簡素化 
CO2 排出量の把握や削減活動、あるいは環境教育などについて、現在行政が進めてい

る制度・施策には多種多様なものがある。しかし、これらの制度に関する情報は、色々

な組織が主体となって運営し、意外と知られていないことが多い。例えば、神戸市は CO2

排出量の把握や削減活動に関する情報を提供しているが、同じような施策を他の市町村

や兵庫県も実施している。また、兵庫県の財団法人ひょうご環境創造協会では、「エコ

ツーリズムバス」や「ひょうご出前環境教室」という施策を実施している。それらは意

外と知られていないし、手続き面でも複雑である。このような多種多様な制度・施策を

周知徹底し、しかも窓口を一本化、さらには手続きを簡素化することができれば、制度

の効果的な活用がはかられるものと期待する。 
 
②啓発活動の充実 

企業が CO2 削減活動や環境配慮型経営を推進していくためには、このような取り組み

に関する情報を的確かつタイムリーに収集する必要がある。例えば、推進に役立つ最新

情報や各種助成制度に関する情報、先進的な企業事例など、様々な情報を取り纏め、一

括して収集できる仕組みが必要となる。兵庫県地球温暖化防止活動推進センターの機能

強化を図るなど、兵庫県や神戸市をはじめとする自治体には、積極的にこのような啓発

活動の充実を図っていただきたい。 
 
③技術開発等への補助金、税制優遇措置の充実化 

CO2 削減の取り組みを促進するためには、自然エネルギーを利用するための省エネ投

資なども重要となり、従来以上の補助金や税制面での優遇措置を検討いただきたい。 
また、CO2 削減に貢献する技術・製品、サービスの開発・提供に対しての推進や、そ

れらの輸出に関する国際的な知財保護、投資協定締結等の国の制度充実を働きかけるこ

とも検討いただきたい。 
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かしきれていない資源を、最後まで無駄なく活用していくことの重要性と、この精神

が CO2 削減の取り組みにとって不可欠であることを、神戸経済同友会が組織として啓

発していきたい。 
このもったいない精神を活かす取り組み例として、再利用できるエコバッグ等の神

戸経済同友会企画グッズの製作も推進したい。この取り組みが実現すれば、定例会議

等で使用している紙封筒などを減らすことができ、それが神戸経済同友会として、CO2

削減への具体的な目に見える活動として一端を示すことになる。 
 

③環境関連情報の発信、啓発活動の推進 

a）先進事例の紹介 
アンケート結果から、CO2 削減や環境配慮型経営に関して、多くの経営者が具体的

な情報や事例の提示を求めていることが分かった。特に具体的な取り組み事例などは、

まだ取り組めていない企業の手本となるため、先進的な取り組み事例や３R 活動

（Reduce、Reuse、Recycle）に関する情報を収集するとともに、神戸経済同友会のホ

ームページや機関誌などで紹介し、個々の会員企業に合った取り組みを検討してもら

うための材料を提供したい。 
 

b）KEMS・エコアクション２１取得促進 
近年、環境マネジメントシステムの国際規格である ISO14001 の認証取得が、製造

業を中心に盛んになっているが、規模的、経済的などの理由ですぐにこの規格の認証

取得に取り組みにくい組織も多い。そこで神戸では、具体的で取り組み易く、かつそ

の取り組みによりコスト削減などのメリットにつながる環境マネジメントシステムで

ある KEMS（神戸環境マネジメントシステム）の審査登録制度を創設している。同シ

ステムは、企業等の経営にあたって、環境への負荷（排ガス、電気・ガスなどの使用

等）などを管理・低減するための仕組みである。 
図表 11 に示されるように、KEMS 導入１年後で、エネルギー使用量を削減した企業

や施設も多く、個々の企業の CO2削減活動への波及が期待できる。 
また、環境省においても、小規模事業者でも取り組み易い環境マネジメントシステ

ムとしてエコアクション２１を創設し、その認証取得事業者数は全国的にも増加してい

る。神戸経済同友会として、会員企業に対しこれらの仕組みの活用を呼びかけていき

たい。 
図表 11 KEMS の成果（KEMS 導入１年後の平均削減率） 

 削減率 

電力使用量 －6.4％ 
自動車燃料使用量 －8.9％ 
事務用紙使用量 －7.3％ 

一般廃棄物排出量 －30.1％ 
出所：平成２１年度神戸市廃棄物管理責任者研修会資料 
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c）環境経営表彰制度の確立 
環境配慮型経営を実現した企業や、CO2 削減に貢献する技術・製品、サービスを開

発・提供した企業に対して、神戸経済同友会独自の表彰制度を確立する。 
この制度により、会員企業が CO2 削減の取り組みをさらに推進するとともに、神戸

経済同友会として、この問題に対する姿勢を内外に示すことができる。 
 

（３）行政の取り組み（要望） 

こうした企業・同友会の取り組みを踏まえて、行政としての取り組みについては次の３

項目を要望したい。 

 

①既存制度の周知徹底、窓口の一本化、手続きの簡素化 
CO2 排出量の把握や削減活動、あるいは環境教育などについて、現在行政が進めてい

る制度・施策には多種多様なものがある。しかし、これらの制度に関する情報は、色々

な組織が主体となって運営し、意外と知られていないことが多い。例えば、神戸市は CO2

排出量の把握や削減活動に関する情報を提供しているが、同じような施策を他の市町村

や兵庫県も実施している。また、兵庫県の財団法人ひょうご環境創造協会では、「エコ

ツーリズムバス」や「ひょうご出前環境教室」という施策を実施している。それらは意

外と知られていないし、手続き面でも複雑である。このような多種多様な制度・施策を

周知徹底し、しかも窓口を一本化、さらには手続きを簡素化することができれば、制度

の効果的な活用がはかられるものと期待する。 
 
②啓発活動の充実 

企業が CO2 削減活動や環境配慮型経営を推進していくためには、このような取り組み

に関する情報を的確かつタイムリーに収集する必要がある。例えば、推進に役立つ最新

情報や各種助成制度に関する情報、先進的な企業事例など、様々な情報を取り纏め、一

括して収集できる仕組みが必要となる。兵庫県地球温暖化防止活動推進センターの機能

強化を図るなど、兵庫県や神戸市をはじめとする自治体には、積極的にこのような啓発

活動の充実を図っていただきたい。 
 
③技術開発等への補助金、税制優遇措置の充実化 

CO2 削減の取り組みを促進するためには、自然エネルギーを利用するための省エネ投

資なども重要となり、従来以上の補助金や税制面での優遇措置を検討いただきたい。 
また、CO2 削減に貢献する技術・製品、サービスの開発・提供に対しての推進や、そ

れらの輸出に関する国際的な知財保護、投資協定締結等の国の制度充実を働きかけるこ

とも検討いただきたい。 
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図表 13 中・長期的な取り組み 「eco2 HYOGO」構想 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 13 に示すとおり、「eco2 HYOGO」構想は会員企業を募り、会員企業を対象に環境

活動に関する情報やエコ推進のための補助金の情報などを提供、会員企業の従業員にｅラ

ーニングなどを通じてエコ教育を実施、環境配慮型経営を実現した企業の表彰、一社では

実施することが難しい環境保全活動への参加促進、省エネ・自然エネルギー製品の共同設

置、環境技術・商品の共同開発など、会員企業が環境配慮型経営を推進するための支援事

業を展開する。 

 環境活動に関する情報提供 

 エコ促進（補助金・低利融資） 

 ｅラーニング（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる環境教育）

 表彰制度 

 etc… 

 共同環境保全活動（一社で参加が

難しい環境保全活動に参加） 

 省ｴﾈ・自然ｴﾈﾙｷﾞｰ製品共同設置 

 環境技術、商品の共同研究 

etc…

• 兵庫県、神戸市等

自治体 

• 神戸経済同友会等

の経済団体 

• 各環境団体、NPO

等 

【推進母体】 eco2 HYOGO

参加促進事業 

支援事業 

窓口の一本化 

会員 

企業 

会員 

企業 

会員 

企業 
会員 

企業 

会員 

企業 

会員 

企業 

会員企業メリット 

 社会的責任を果たすことによる企業価値、イメージの向上 

 共同参画によるコストメリット 

 情報・サービス享受（わかりやすい窓口） 

• エコライフスタイルの提

案（エコファッションショ

ー関係など） 

• 自然保護のためのシ

ステムづくり 

• etc･･･ 

地域連携 地域への働きかけ 

【支援】 【共同参加】
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５．地域的な広がりの仕組み（中・長期的には「eco2 HYOGO」構想への発展） 
これらの提言に加え、企業による CO2 削減や環境配慮型経営を今後さらに推進し、地域

における広がりをもった活動にしていくためには、企業・神戸経済同友会・行政をまとめ

た推進母体が必要であると考えており、中・長期的な構想として「eco2 HYOGO」（エコツ

ーひょうご・仮称）という推進母体を設立することが必要ではないかと考えている。 
 

図表 12 各活動の関係 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域的な広がりの仕組みとしての一つの姿である「eco2 HYOGO」は、図表 12 に示した

とおり、今後進めていく３つの活動を将来的に引き継ぎ、地域での CO2 削減活動を推進す

る組織である。この構想のネーミングには、「エコロジー（ecology）：環境に優しい」と

「エコノミー（economy）：経済、企業活動」とを掛け合わせて（eco２＝ecology ×economy：
エコツー）、CO2 削減などの環境保全活動と企業経営とを両立させ、このような活動がよ

り一層拡大し、環境先進地域を作り上げるという思いが込められている。 
「点」としての個々の企業の CO2 削減活動をうまく支援・連動させ、「面」としての広

がりと拡大をもたらし、環境に優しい地域づくりを実現することが「eco2 HYOGO」構想で

ある。 
 

 

 

 

 

←←←←  短期的取り組み  →→→→||←←  中・長期的取り組み  →→ 

   【行政の取り組み】 

 ①既存制度の周知徹底、窓口一本化、手続き簡素化 

 ②啓発活動の充実化 

 ③技術開発への補助金、税制優遇措置の充実化 

   【企業活動】 

 ①CO2 削減活動の経営方針への反映 
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図表 13 中・長期的な取り組み 「eco2 HYOGO」構想 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 13 に示すとおり、「eco2 HYOGO」構想は会員企業を募り、会員企業を対象に環境

活動に関する情報やエコ推進のための補助金の情報などを提供、会員企業の従業員にｅラ

ーニングなどを通じてエコ教育を実施、環境配慮型経営を実現した企業の表彰、一社では

実施することが難しい環境保全活動への参加促進、省エネ・自然エネルギー製品の共同設

置、環境技術・商品の共同開発など、会員企業が環境配慮型経営を推進するための支援事
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おわりに 

平成２１年度の提言特別委員会では、「地球温暖化防止」に関する企業経営の取り組みを

テーマに９回にわたる委員会を開催し、このたび提言書を纏めることができました。昨年 6
月を皮切りに、延べ 7 名の方に講師をお願いし、先進企業の取り組みやその背景などにつ

いて勉強をさせていただきました。その後、会員企業経営者へのアンケート調査を実施し、

その結果を分析しながら提言について論議を重ねてまいりました。 
その間、本テーマを取り巻く情勢は大きく変化いたしました。当初は自民党の「2005 年

比で 2020 年までに CO2 15％削減」という目標は達成困難ではないのかという厳しい世論

の中での議論でありました。そして 9 月には民主党政権が誕生し、鳩山首相が国連におい

て「1990 年比で 2020 年までに CO2 25％削減」を発信されました。また、12 月の COP15
では各国の主張が激突し、目標が確定しないまま「コペンハーゲン合意に留意する」とい

ったいわば継続審議という終結をみました。 
このような流れの中で、委員会ではさまざまな意見や問題提起がなされました。正直な

ところ「提言作成に向けてベクトル合わせが本当にできるのか」と不安になる場面もあり

ました。しかし、まさに喧々囂々の議論を経て、神戸経済同友会としてはこの問題を前向

きにとらえ、まずは兵庫・神戸から『最初の一歩』を踏み出そうという共通認識を得て、

提言書の検討が進められたのです。 
具体的には、アンケート調査の分析をもとに、提言の方向性や考え方、そして取り組み

内容ついて、各委員、ワーキンググループから多くのアイデアを出していただきました。

その中で、アンケート結果として、会員企業の約 7 割の経営者が「CO2 削減に取り組むべ

き」と考えておられることは、検討を進めるうえでの拠り所でもありました。 
そして、最終的に提言においては、企業活動、神戸経済同友会の活動、行政の取り組み

（要望）、「eco2 HYOGO」構想への発展、など短期、中・長期の取り組み、方向性を示

すことができました。この場をお借りして、優れたリーダーシップを発揮していただいた

村田、松田両代表幹事、そして多大なるご尽力をいただいた委員の方々、當間教授、ワー

キンググループの方々に対し、心からお礼申し上げる次第であります。さらに、今回のア

ンケートにご協力いただきました会員企業経営者の皆様にも重ねて御礼申し上げるととも

に、この提言が環境配慮型経営の一助となりますことを切に望んでおります。 
中・長期的な姿である「eco2 HYOGO」構想への道程は、相当な長きものであると思っ

ておりますが、本書によってもたらされる『最初の一歩』が大きな成果に繋がっていくた

めに、関係の皆様方に、一層のご協力、ご支援をお願いいたしまして、委員長、副委員長

の結びのことばとさせていただきます。 
 

以 上 

平成２２年２月 

 

平成２１年度提言特別委員会 

委 員 長 木 下 和 彦 

副委員長 太田垣英士
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さらに「eco2 HYOGO」は、行政や各種団体と連携して政策提言機能をも有し、例えば、

環境啓発活動やエコライフスタイルの提案（エコファッションショーの開催など）、自然

保護のためのシステムづくりといった諸活動を提案するなど、この地域において企業や各

種団体が連携して CO2 削減に貢献できる諸活動を推進し、環境を大切にするより良い地域

づくりに寄与する仕組みである。 
また「eco2 HYOGO」は、会員企業の環境配慮型経営導入・推進を支援することにより、

図表８の取り組むべき５つの課題の「①経営者・従業員への環境意識の向上」「④CO2 削

減活動への支援の充実」を、また会員企業の共同参加を促進して環境配慮型プロジェクト

を展開することにより「②CO2 削減への取り組みの拡大」を、さらに行政、各種団体など

と連携した地域への働きかけなどにより「③CO2 削減活動への社会の理解」「⑤地域での

CO2削減活動の推進」を、それぞれ実現できる環境活動推進組織となるのが望ましい。 
そして、会員企業は本構想に参加することにより、企業価値の向上を実現できるものと

なればより望ましい。なお「eco2 HYOGO」実現のためには、行政の中心的な役割が欠かせ

ないと考えている。また実現時には、神戸経済同友会も積極的に参加していきたい。 
このように「eco2 HYOGO」構想を実現し、この組織の活動を継続的に展開することこそ

が、企業・神戸経済同友会・行政の取り組みに関する提言を中長期的に継続・発展させる

ことになり、また環境に関する企業のコスト削減、新製品・新技術の開発推進さらには雇

用の拡大、地域経済の活性化につながると考えている。まさに、エコツー（eco２＝ecology
×economy）、つまり環境保全活動と企業経営を両立させるこの構想が、兵庫・神戸という

環境先進地域をつくっていくことになると我々は確信している。 
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副委員長 太田垣英士
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平成２１年度 提言特別委員会における研究活動および討議結果 
 

日 付 内 容 

平成２１年４月３日 準備会議 

６月１７日 第１回委員会 

・ＤＶＤ鑑賞「不都合な真実」（出演：アル・ゴア氏 元アメリカ副大統領） 

・講話 

兵庫県立大学 経営学部 組織経営学科 教授 當間克雄氏 

「地球温暖化問題と企業経営」 

７月２７日 第２回委員会 

・講演 

①経済産業省 産業技術環境局 大臣官房審議官(地球環境問題担当） 

有馬  純 氏 

「地球温暖化問題の最近の動向」 

②サントリーホールディングス㈱ ＣＳＲ推進部 部長 

内貴 研二 氏 

「水と生きる ～サントリーのＣＳＲと環境経営～」 

８月１８日 運営検討会議 

今後の提言特別委員会の運営方法について 

８月２５日 第３回委員会 

・講演 

①兵庫県 農政環境部 環境管理局 局長 

冨岡 寛美 氏 

「兵庫県の地球温暖化防止対策」 

②生活協同組合コープこうべ 環境推進室 担当課長 

寺下 晃司 氏 

「コープこうべの環境の取り組み」 

８月２５日 第１回小委員会 

アンケートの実施について 

９月４日 第２回小委員会 

アンケートの実施について 

９月２８日 第４回委員会 

・講演 

㈱クールアース 代表取締役 蟻田 尚邦 氏 

㈱アッシュ・セー・クレアシオン 取締役 購買部 部長 永野 稔 氏 

「当社における環境への取り組み」 

１０月１９日 第５回委員会 

「地球温暖化問題に関する経営者意識アンケート」結果報告 

１１月１８日 第６回委員会 

平成２１年度提言具体案検討 

１２月２４日 第７回委員会 

平成２１年度提言書案検討 

平成２２年１月１９日 第８回委員会 

平成２１年度提言書案検討 

２月２日 第９回委員会 

平成２１年度提言書案検討 
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■ 冨岡氏の講演（第３回：平成２１年８月２５日） 
「兵庫県の地球温暖化防止対策」 
• 兵庫県の温暖化防止対策の現状と目標 

1990年比で2006年度 CO2排出量は1.7％削減されている。目標は、同年度比で2010年度排出

量の6％削減。見込みは、対策強化による効果を含め、11.7％削減を予測している。 
• 産業部門の温暖化防止対策 

兵庫県のCO2排出量は、産業部門が大きい（65.8％）。産業部門対策として、排出抑制計画作成

及び報告制度、CO2削減協力事業や温暖化アセスメント制度などを行っている。 
• 民生部門の温暖化防止対策 

近年、民生部門で排出量が増加傾向にあり、業務部門で24.6％、家庭部門では21.0％増加して

いる。業務部門対策として、関西エコオフィス宣言やライトダウンキャンペーンなどのCO2削減協

力事業を推進、また家庭部門対策として、ひょうごカーボン・オフセット、一人１日1kgCO2削減、

マイバッグ運動、うちエコ診断事業などを行っている。また、太陽光発電や風力発電等のグリーン

エネルギー導入促進を行い、温暖化防止貢献者への表彰制度などに取り組んでいる。 
 
■ 寺下氏の講演（第３回：平成２１年８月２５日） 

「コープこうべの環境の取り組み」 
• 環境への取り組み 

現在、CO2排出削減、食品廃棄物の削減、商品の環境配慮の前進、環境学習の充実、環境配

慮型のライフスタイルの定着などの課題に取り組んでいる。 
• マイバッグ運動 

1996年から2007年の12年間に約10億枚のレジ袋を節約し、ドラム缶12万本分の原油を節約す

ることに成功した。運動を地域全体へ広めていくために、県内14市2町とレジ袋削減協定を締結

している。また、1枚5円のレジ袋代金を活用して、環境への投資を行っている。 
 
■ 蟻田氏・永野氏の講演（第４回：平成２１年９月２８日） 

「当社における環境への取り組み」 
• 過去 10 年の環境問題への取り組み 

地域の景観、環境に配慮した工場を作り、食品メーカーゆえにゴミ問題に力を入れてきた。他に

も太陽光発電システムや生ゴミの飼料化、小中学校への環境教育などを行ってきた。 
• 新たに次の 4 点に現在取り組んでいる。 

① フードマイレージ～物資輸入には多くの燃料を消費するため、身近なものを消費する考え方。

フードマイレージの削減は国内食料自給率の向上とともに、距離が近くなることで流通も早く

なり、またゴミの移動を抑えることができる。 
② イフコ・コンテナーシステム～イフコ・ジャパン㈱のプラスチック容器を産地に持っていき、輸送

地で使っていたダンボールを減らす。昨年度にはダンボール 2.1 トンを削減した。 
③ フォレスト基金への参画で緑化活動支援～土地緑化の年間管理が実際には困難なため、フ

ォレスト基金団体による植林活動を支援している。 
④ スチール缶使用によるリサイクル率向上への取り組み～リサイクル率の高いスチール缶を包装

容器に使う試み。デザインを良くすることでリユースできれば、結果的には環境への配慮とな

る。 
 

 

 - 20 - 

■ 當間教授の発表（第１回：平成２１年６月１７日） 
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■ 有馬氏の講演（第２回：平成２１年７月２７日） 

「地球温暖化問題の最近の動向」 
• 京都議定書で義務を負っていないアメリカや中国、インドなどが何らかの義務を負うような枠組み
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期的に海外へ普及させていくことが、地球全体の CO2 削減に非常に大きく貢献する。そこに日本
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■ 内貴氏の講演（第２回：平成２１年７月２７日） 
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■ 冨岡氏の講演（第３回：平成２１年８月２５日） 
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４．アンケート結果総括 

【経営者の関心度、取り組み姿勢～問１・２・３・４】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• 地球温暖化防止に向けた政府が掲げる目標については、ほとんどの経営者が認知しており、９割

以上の経営者が「達成が可能」もしくは「達成は難しいが努力が必要」と考えている。また、約７割

の経営者が企業として積極的に CO2 削減に取り組むべきと考えており、総じて、この問題に対す

る経営者の意識は大変高く、前向きな姿勢があるといえる。 
• ただし、政府の目標について「詳細まではわからない」、また「CO2 削減に何をどう取り組めばいい

かわからない」との回答に、非製造業の割合が比較的高く、積極的に取り組まないといけないとい

う意識の裏で、一部には具体的な取り組みがわからないと感じている経営者もいる。 
 

【取り組み理由、費用負担の考え方～問５・６】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• 取り組む理由については、企業の社会的責任と考える経営者が多く、続いて企業イメージの向上、

従業員の意識改革と続く。業績の向上、株価の向上など、事業収益に貢献すると考える経営者は

少ない。 
• 費用負担については、「業績に影響の出ない範囲で」を含めると７割の経営者が費用負担はやむ

なしと考えている。 
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■ 「地球温暖化問題に関する経営者意識アンケート」の実施結果 

１．アンケート概要 

神戸経済同友会会員に対し、地球温暖化問題についての経営者の意識、企業での取り組み等につ

いてアンケートを実施した。（注：アンケート実施当時は日本の CO2削減目標は 2005 年比 15％削減） 

 

２．集計結果 

調査人数＝３８９名 
回答者数＝１６１名（41.4％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．アンケート内容 

【問１】 本年６月、政府が二酸化炭素などの温室効果ガス排出削減（以下、CO2 削減）目標（中期

目標）を２０２０年までに「０５年比１５％減」にすると発表したことを知っていますか？ 
【問２】 日本が２０２０年までに CO2 削減を「０５年比１５％減」にすることは、達成可能な目標と考え

ますか？ 
【問３】 CO2 削減への取り組みは、経営者として各企業においても取り組むべきものと考えますか？ 
【問４】 CO2 削減への取り組みを経営方針に反映していますか？ 
【問５】 企業において、CO2 削減に取り組む場合の理由は、何だと考えますか？ 
【問６】 CO2 削減には、企業としてかなりの費用負担が必要になると思いますが、どう考えますか？ 
【問７】 CO2 削減のためにすでに実施している取り組みはありますか？また、今後どう取り組もうと考

えていますか？ 
【問８】 企業の CO2 削減への取り組みにおいて、今後制約になると考えることは何ですか？ 
【問９】 企業の CO2 削減への取り組み促進に、行政が取り組むべき施策は何だと考えますか？ 
【問１０】 CO2 削減に対する企業の取り組みを促進するために、何らかの目標、罰則規定を設けるべ

きだと考えますか？ 
【問１１】 企業の CO2 削減への取り組みについて、ユニークな取り組み（他社事例を含む）があれば

自由にご記入ください 
【問１２】 兵庫・神戸の先進的な、或いは地域特性を活かした CO2 削減への取り組みとして何かアイ

デアがあれば自由にご記入ください。 
【問１３】 その他全般について、必要と思うこと、悩んでいることなど何かご意見・ご要望があれば自由

にご記入ください。 
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【CO2削減策の取り組み状況～問７】 
• 実施済との回答が多かったのが、次の取り組みで、比較的社内で実施し易い取り組みは浸透して

いる。 
 「昼休みの消灯」、「冷暖房の適温・クールビズ」、「ごみ分別」 
しかし、その中で一番実施率が高かった「ごみ分別」でも、十分にやれていると評価している経営

者は半数強程度で、ほとんどの取り組みにおいては、未実施あるいは取り組みに課題ありが大半

を占めている。 
• 今後拡大する必要がある取り組み、又は今後取り組もうと考えているものは次のとおり。 
 「エコカー導入」、「従業員への環境教育」、「省エネへの設備投資」、「グリーン調達」、 
 「自家用車通勤を控える」、「エコ技術や製品・サービスの開発・提供」、 
 「自然エネルギー（太陽光、風力発電など）へ設備投資」 
• 一方、今後取り組む予定がないとの回答が多かったのは次のとおり。 
 「排出権取引」、「自然エネルギーへの設備投資」、「森林整備への支援」 

 
【CO2削減取り組み促進に向けて～問８・９・１０】 

• CO2 削減の取り組みを今後更に促進するにあたり、半数以上の経営者は費用面が課題になると

考えている。行政に対しても、「省エネ投資・技術開発に対する優遇施策（73％）」や「自然エネル

ギー利用の拡充政策（60％）」を求める回答が多く、CO2 削減には費用負担やむなし、と考える経

営者は多いものの、省エネ・自然エネ設備投資をはじめ企業として今後拡大余地がある取り組み

を促進する為には、具体的にどれくらいの費用がかかるのかイメージできず、費用面に対する緩

和策が必要と考えている経営者が多い。 
• 「日々の業務で精一杯（16.1％）」、「具体的な方法がわからない（21.7％）」ことを課題とする回答

も多く、一部には具体的にどう取り組んでいけばいいのか悩んでいる経営者もいる。行政に求める

施策でも、「CO2削減に関する情報提供（48％）」を求める声が 3 番目に高い。 
• 「CO2 削減目標は必要」との回答が 76.4％で、一方「罰則までは必要ない」と考えている回答が

71.4％であった。この結果から、自主的な取り組みレベルから一歩進んで、責任を持って取り組む

べき、と考えている経営者が多いものの、ペナルティまでは設ける必要がない、と考える経営者が

多い。 
 

【自由記述～問１１・１２・１３】 
• 企業のユニークな取り組みや、兵庫・神戸の地域特性を活かした取り組みアイデアの自由記述で

は、「太陽光発電などの自然エネルギー活用」「緑化促進（森林整備）」「次世代への環境教育」に

関する意見が多かった。 
また「六甲山の植樹活動」や「海・山に囲まれ南向きの地形を活かした風力・太陽光発電」、「神戸

港での潮力発電」など、身近な自然と共生しながら環境問題へ取り組んでいくべきという意見もい

くつか見られた。さらに次世代のライフスタイルに変えていく必要があるという意見として、「エコファ

ッション」「モーダルシフト」「神戸ブランドエコバッグ」等のアイデアもあった。 
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平成２１年度 提言特別委員会 委員名簿 
（敬称略、順不同） 

  氏名 会社名 役職名 

委 員 長  木下 和彦 阪神内燃機工業㈱ 代表取締役社長 

副委員長  太田垣 英士 関西電力㈱ 執行役員 神戸支店長 

特別委員  當間 克雄 兵庫県立大学 経営学部組織経営学科 教授 

 青木 克規 ㈱神鋼環境ソリューション 取締役社長 

 安高 眞人 日東物流㈱ 代表取締役社長 

 蟻田 尚邦 ㈱クールアース 代表取締役 

 奥井 秀樹 奥井電機㈱ 代表取締役社長 

 尾﨑 一郎 ㈱ロック・フィールド 常務取締役生産本部長 

 叶屋 宏一 ㈱クリムゾンフットボールクラブ 代表取締役社長 

 久保 建夫 久保クリーン興産㈱ 代表取締役会長 

 亀井 信吾 大阪ガス㈱ 執行役員 兵庫地域総支配人 

 小泉   裕 三菱商事㈱ 神戸支店 支店長 

 篠田 哲央 ㈱テーマン 代表取締役社長 

 角南 忠昭 角南商事㈱ 代表取締役社長 

 角田 嘉宏 特許業務法人 有古特許事務所 会長 

 高橋 英行 日本銀行 神戸支店長 

 田川   智 ㈱髙羽幼稚園 理事長 

 中内   仁 ㈱神戸ポートピアホテル 代表取締役社長 

 野々村 禎之 ウオクニ㈱ 代表取締役社長 

 日野 邦宏 川崎汽船㈱ 関西支店 支店長 

 藤浪 芳子 昭和精機㈱ 代表取締役社長 

委 員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  増岡 好一 三宮オイル㈱ 専務取締役 

 村田 泰男 川崎重工業㈱ 執行役員 総務本部長 アドバイザー 

  松田 茂樹 ㈱マニックス 取締役会長 

 鳥居   敬 川崎重工業㈱ 総務部長 

 岡   良祐 川崎重工業㈱ 総務部総務課長 

 眞野 啓久 阪神内燃機工業㈱ 総務部長 

 朝倉 彰一 関西電力㈱ 神戸支店長室長 

 神戸 宏明 ㈱神戸製鋼所 業務部 課長 

 古川 暢哉 ㈱神戸製鋼所 業務部 課長 

 福岡 克也 ㈱三井住友銀行 経営企画部金融調査室 上席室長代理

 木村 康平 ㈱みなと銀行 企画部 審議役 

 岩出 眞理 ㈱みなと銀行 企画部 調査広報室 代理 

 中村 政敏 東京海上日動火災保険㈱ 神戸支店 課長 

 西村 由佳 ㈱ロック・フィールド 社長室 室長 

ワーキング 

グループ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 中村 友哉 兵庫県立大学大学院 経営学研究科 

 後藤 和夫 ㈱神戸経済同友会 事務局長 事務局 

  深田 俊彰 ㈱神戸経済同友会 事務局次長 

（学）

（社）

（社）
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